
づくりを進めていく。
また、小・中学校の余裕教室について、引き

続き、地方公共団体が社会教育施設やスポー
ツ・文化施設などへの転用を図れるよう、取組
を支援していく。

ウ　社会における多様な学習機会の提供
（ア）社会教育の振興
地域住民の身近な学習拠点である公民館を始

めとする社会教育施設等において、幅広い年齢
層を対象とした多様な学習機会の充実を促進す
る。

また、高齢化問題等の地域の様々な現代的課
題について、行政、企業、NPO、各種団体等
で社会教育に携わる者が幅広く集まり、学びを
通じた実践的な解決方策を検討するための研究
協議会（地域力活性化コンファレンス）を全国
各地で開催し、地域課題解決の取組の普及・啓
発を図る。

（イ）文化活動の振興
国民文化祭の開催等による文化活動への参加

機会の提供、国立の博物館等における高齢者に
対する優遇措置やバリアフリー化等による芸術
鑑賞機会の充実を通じて多様な文化活動の振興
を図る。

（ウ）スポーツ活動の振興
いつまでも健康で活力に満ちた長寿社会を実

現するため、「スポーツによる地域活性化推進
事業」を行い、超高齢化や人口減少社会の進展
にも対応できるスポーツを通じた地域の活性化
を推進するとともに、「体育の日」を中心とし
た体力テストやスポーツ行事の実施等、各種機
会を通じて多様なスポーツ活動の振興を図る。
平成27年10月には、スポーツに関する施策を

総合的に推進するため、文部科学省の外局とし
てスポーツ庁を設置する。

（エ）自然とのふれあい
国立公園等の利用者を始め、国民誰もが自然

とふれあう活動が行えるよう、自然ふれあい施
設や体験活動イベント等の情報をインターネッ
ト等を通じて提供する。

また、国立・国定公園の利用の適正化のた
め、自然公園指導員の研修を実施し、利用者指
導の充実を図るとともに、地方環境事務所等に
おいてパークボランティアを養成し、その活動
に対する支援を実施する。

（オ）消費者教育の取組の促進
「消費者教育の推進に関する基本的な方針」

（平成25年6月閣議決定）の「今後検討すべき
課題」等について、消費者教育推進会議におい
て検討する。また、消費者教育関連の教材、取
組、講座といった様々な情報を集約し提供して
いる「消費者教育ポータルサイト」について
は、利用者の利便性の向上を企図して、消費者
教育推進会議での議論などを踏まえつつ、平成
27年度中にシステム改修を行うなど、消費者
教育に関する取組を更に推進する。

エ　勤労者の学習活動の支援
有給教育訓練休暇制度の普及促進などを図る

とともに、教育訓練給付制度の活用により、勤
労者個人のキャリア形成を支援し、勤労者の自
己啓発の取組を引き続き支援する。

4　生活環境等分野に係る基本的施策

（1）豊かで安定した住生活の確保
「住生活基本計画（全国計画）」（平成23年3
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月閣議決定）に掲げた目標（〔1〕安全・安心で
豊かな住生活を支える生活環境の構築、〔2〕住
宅の適正な管理及び再生、〔3〕多様な居住ニー
ズが適切に実現される住宅市場の環境整備、

〔4〕住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の
安定の確保）を達成するため、必要な施策を着
実に推進する。

ア　次世代へ継承可能な良質な住宅の供給促進
（ア）持家の計画的な取得・改善努力への援

助等の推進
良質な持家の取得・改善を促進するため、勤

労者財産形成住宅貯蓄の普及促進等を図るとと
もに、独立行政法人住宅金融支援機構の証券化
支援事業及び勤労者財産形成持家融資を行う。

また、住宅ローン減税等の税制上の措置を活
用し、引き続き良質な住宅の取得を促進する。

（イ）高齢者の持家ニーズへの対応
住宅金融支援機構において、親族居住用住宅

を証券化支援事業の対象とするとともに、親子
が債務を継承して返済する親子リレー返済（承
継償還制度）を実施する。

（ウ）将来にわたり活用される良質なストッ
クの形成

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」
（平成20年法律第87号）に基づき、住宅を長期
にわたり良好な状態で使用するため、その構造
や設備について、一定以上の耐久性、維持管理
容易性等の性能を備え、適切な維持保全が確保
される「認定長期優良住宅」の普及促進を図
る。

イ　循環型の住宅市場の実現
（ア）既存住宅流通・リフォーム市場の環境

整備
売買時点の中古住宅の状態を把握するための

現況検査に対する消費者等の信頼の確保と円滑
な普及、安心してリフォーム工事を依頼するこ
とができる市場環境の整備を図るとともに、瑕
疵担保責任保険の充実などの施策を推進する。
長期優良住宅化リフォーム推進事業により、既
存住宅の長寿命化に資するリフォームの先進的
な取り組みを支援し、既存住宅ストックの質の
向上及び流通促進に向けた市場環境の形成を図
る。

（イ）高齢者に適した住宅への住み替え支援
高齢者等の所有する戸建て住宅等を、広い住

宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを
円滑化する制度により、高齢者に適した住宅へ
の住み替え等を促進するとともに同制度を活用
して住み替え先住宅を取得する費用について、
住宅金融支援機構の証券化支援事業における民
間住宅ローンの買取要件の緩和を行う。

さらに、高齢者が住み替える先のサービス付
き高齢者向け住宅に係る入居一時金及び住み替
え先の住宅の建設、購入資金について、住宅融
資保険制度を活用し、民間金融機関のリバース
モーゲージの推進を支援する。

さらに、高齢者世帯等のライフステージに応
じた住み替えを円滑化するため、住宅資産の活
用について助言する専門家の育成及び相談体制
の整備を支援する。

ウ　高齢者の居住の安定確保
（ア）良質な高齢者向け住まいの供給
「高齢者の居住の安定確保に関する法律等の

一部を改正する法律」（平成23年10月施行）に
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より創設された「サービス付き高齢者向け住
宅」の供給促進のため、整備費に対する補助、
税制の特例措置、住宅金融支援機構の融資によ
る支援を行う。

さらに、住宅に困窮している低所得の高齢者
等の居住の安定確保に向け、居住支援協議会等
との連携や適切な管理の下で、空き家等を活用
し一定の質が確保された賃貸住宅の供給促進の
ため、空き家等のリフォームやコンバージョン
に対する支援を行う。

また、有料老人ホームやサービス付き高齢者
向け住宅について、利用者を保護する観点か
ら、前払金の返還方法や権利金の受領禁止の規
定の適切な運用を引き続き支援する。

（イ）高齢者の自立や介護に配慮した住宅の
建設及び改造の促進

「高齢者が居住する住宅の設計に係る指針」
（平成13年国土交通省告示第1301号）の普及な
ど住宅のバリアフリー化施策を展開する。住宅
金融支援機構においては、高齢者自らが行う住
宅のバリアフリー改修について高齢者向け返済
特例制度を適用した融資を実施する。また、証
券化支援事業の枠組みを活用したフラット35S
により、バリアフリー性能等に優れた住宅に係
る金利引下げを行う。さらに、住宅融資保険制
度を活用し、民間金融機関が提供する住宅の建
設又は改良等資金に係るリバースモーゲージの
推進を支援する。

また、バリアフリー構造等を有する「サービ
ス付き高齢者向け住宅」の供給促進のため、整
備費に対する補助、税制の特例措置、住宅金融
支援機構の融資による支援を行う。

（ウ）公共賃貸住宅
公共賃貸住宅においては、バリアフリー化を

推進するため、原則として、新たに供給するす
べての公営住宅、改良住宅及び都市再生機構賃
貸住宅について、段差の解消等一定の高齢化に
対応した仕様により建設する。

この際、公営住宅、改良住宅の整備において
は、中高層住宅におけるエレベーター設置等の
高齢者向けの設計・設備によって増加する工事
費について助成を行う。都市再生機構賃貸住宅
においても、中高層住宅の供給においてはエレ
ベーター設置を標準とする。

また、老朽化した公共賃貸住宅については、
計画的な建替え・改善を推進する。

（エ）住宅と福祉の施策の連携強化
「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に

基づき、都道府県において、高齢者の居住の安
定確保のための計画を定めることを支援してい
く。また、生活支援・介護サービスが提供され
る高齢者向けの賃貸住宅の供給を促進し、医
療・介護と連携した安心できる住まいの提供を
実施していく。

また、市町村の総合的な高齢者住宅施策の
下、シルバーハウジング・プロジェクト事業を
実施するとともに、公営住宅等においてライフ
サポートアドバイザー等のサービス提供の拠点
となる高齢者生活相談所の整備を促進する。

（オ）高齢者向けの先導的な住まいづくり等
への支援

スマートウェルネス住宅等推進事業により、
高齢者等の居住の安定確保・健康維持増進に係
る先導的な住まいづくりの取組に対して補助を
行う。
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（カ）高齢者のニーズに対応した公共賃貸住
宅の供給

公営住宅については、高齢者世帯向公営住宅
の供給を行う。また、地域の実情を踏まえた地
方公共団体の判断により、高齢者世帯の入居収
入基準を一定額まで引き上げるとともに、入居
者選考において優先的に取り扱うことを可能と
している。

都市再生機構賃貸住宅においては、高齢者同
居世帯等に対する入居又は住宅変更における優
遇措置を行う。

（キ）高齢者の民間賃貸住宅への入居の円滑
化

高齢者等の民間賃貸住宅への円滑な入居を促
進するため、地方公共団体や関係事業者、居住
支援団体等が組織する居住支援協議会が行う相
談・情報提供等に対する支援を行う。

（2）ユニバーサルデザインに配慮したまちづ
くりの総合的推進

ア　高齢者に配慮したまちづくりの総合的推進
高齢者等全ての人が安全・安心に生活し、社

会参加できるよう、高齢者に配慮したまちづく
りを総合的に推進するため、バリアフリー法に
基づく基本構想の作成を市町村に働きかけると
ともに、バリアフリー環境整備促進事業を実施
する。

高齢化の進行や人口減少等の社会構造変化や
環境等に配慮したまちづくりを進めることが不
可欠であるとの観点から、環境価値、社会的価
値、経済的価値を新たに創造し、「誰もが暮ら
したいまち」・「誰もが活力あるまち」を実現す
るため、「環境未来都市」構想の推進を支援す
る。

商店街振興組合等が行う商店街活性化の取組

のうち、商店街の空き店舗を活用して、高齢者
交流拠点としての機能を担うコミュニティ施設
を設置・運営する事業等への支援を実施する。

イ　公共交通機関のバリアフリー化、歩行空間
の形成、道路交通環境の整備

バリアフリー法に基づき、公共交通事業者等
による旅客施設や車両等のバリアフリー化の取
組を促進する。このための推進方策として、鉄
道駅等旅客ターミナルのバリアフリー化、ノン
ステップバス、福祉タクシーの導入等に対する
支援措置を実施する。また、平成27年2月閣議
決定された交通政策基本計画においても、バリ
アフリーをより一層身近なものにすることを目
標の1つとして掲げており、これを踏まえバリ
アフリー化の更なる推進を図る。

移動の障壁を取り除き、全ての人が安全に安
心して暮らせるよう、信号機、歩道等の交通安
全施設等の整備を推進する。高齢歩行者等の安
全な通行を確保するため、①幅の広い歩道等の
整備、②歩道の段差・傾斜・勾配の改善、③道
路の無電柱化、④立体横断施設へのエレベー
ターや傾斜路の設置、⑤歩行者用案内標識の設
置、⑥歩行者等を優先する道路構造の整備、⑦
自転車道等の設置による歩行者と自転車交通の
分離、⑧生活道路における速度の抑制及び通過
交通の抑制・排除並びに幹線道路における交通
流の円滑化を図るための信号機、道路標識、道
路構造等の重点的整備、⑨バリアフリー対応型
信号機の整備、⑩歩車分離式信号の運用、⑪見
やすく分かりやすい道路標識・道路標示の整
備、⑫信号灯器のLED（発光ダイオード）化
等の対策を実施する。

また、生活道路において、区域を設定して最
高速度30km／hの区域規制や路側帯の設置・
拡幅、ハンプ設置等の対策を行う「ゾーン30」
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の整備を推進する。
踏切道の歩行者対策として、「踏切安全通行

カルテ」を作成・公表し、高齢者等の事故が多
い踏切の対策を重点的に推進する。

積雪や凍結に対し、鉄道駅周辺や中心市街地
等の特に安全で快適な歩行空間の確保が必要な
ところにおいて、歩道除雪の充実、消融雪施設
等のバリアフリーに資する施設整備対策を実施
する。

高齢者等が安心して自動車を運転し外出でき
るよう、生活道路における交通規制の見直し、
付加車線の整備、道路照明の増設、道路標識の
高輝度化・大型化、道路標示の高輝度化、信号
灯器のLED化、「道の駅」等の簡易パーキング
エリア、高齢運転者等専用駐車区間の整備等の
対策を実施する。特に近年、高速道路で高齢運
転者の逆走による重大事故が発生しており、発
生頻度の高いインターチェンジ、サービスエリ
ア・パーキングエリアにおいて、大型の標識や
矢印路面表示の設置などによる対策を実施す
る。
「心のバリアフリー」社会を実現し、ハード

面のみならずソフト面も含む総合的なバリアフ
リー化を実現するため、高齢者等の介助体験・
擬似体験等を内容とする「バリアフリー教室」
の開催等ソフト面での取組を推進する。

高齢者や障害者、外国人旅行者等も含め、誰
もが必要に応じて移動に関する情報を入手し、
積極的に活動できるユニバーサル社会の構築に
向け、ICT（情報通信技術）を活用した歩行者
移動支援を推進する。平成27年度は、歩行者
移動支援に必要なデータのオープンデータ化及
びその利活用の促進に向けた現地での試行等の
取組や必要な支援策の検討を行う。また、視覚
障害者や災害時に対応した歩行者移動支援サー
ビスについて、具体的な検討及び現地での実証

を行う。

ウ　建築物・公共施設等の改善
バリアフリー法に基づき、建築物のバリアフ

リー化を引き続き推進するとともに、同法に基
づく認定を受けた優良な建築物（認定特定建築
物）のうち一定のものの整備に対して支援措置
を講じることにより、高齢者・障害者等が円滑
に移動等できる建築物の整備を促進する。

窓口業務を行う官署が入居する官庁施設につ
いて、バリアフリー法に基づく建築物移動等円
滑化誘導基準に規定された整備水準の確保など
により、高齢者等をはじめすべての人が、安全
に、安心して、円滑かつ快適に利用できる施設
を目指した整備を推進する。

社会資本整備総合交付金等の活用によって、
誰もが安心して利用できる都市公園の整備を推
進するとともに、バリアフリー法に基づく基準
等により、公園施設のバリアフリー化を推進す
る。

（3）交通安全の確保と犯罪、災害等からの保護
ア　交通安全の確保

平成26年中の交通事故死者数のうち、高齢
者の占める割合は半数以上となっており、今
後、高齢化が更に進むことを踏まえると、高齢
者の交通安全対策は重点的に取り組むべき課題
である。

高齢者にとって、安全で安心な交通社会の形
成を図るため、23年3月に中央交通安全対策会
議で決定した「第9次交通安全基本計画」（計画
期間：平成23～27年度）等に基づき、①生活
道路等における人優先の安全・安心な歩行空間
の整備、②参加・体験・実践型の交通安全教
育、③交通安全教育を受ける機会の少ない高齢
者を対象とした家庭訪問による個別指導、④シ

19

平
成
27
年
度
　
高
齢
社
会
対
策

第
2
　
分
野
別
の
高
齢
社
会
対
策



ルバーリーダー（高齢者交通安全指導員）を対
象とした交通安全教育、⑤高齢運転者対策等の
交通安全対策を実施する。

また、歩行中及び自転車乗車中の交通事故死
者に占める高齢者の割合が高いことを踏まえ、
歩行者及び自転車利用者の交通事故が多発する
交差点等における事故防止対策の重点化や、歩
行者、自転車、自動車が適切に分離された空間
の整備を図る。

さらに、交通事故件数等が増加傾向にある
75歳以上の高齢運転者による交通事故を抑止
するため、臨時の認知機能検査を導入すること
等を内容とする道路交通法の一部を改正する法
律案を第189回国会に提出したところである。

イ　犯罪、人権侵害、悪質商法等からの保護
（ア）犯罪からの保護
高齢者が犯罪や事故に遭わないよう、交番、

駐在所の警察官を中心に、巡回連絡等を通じて
高齢者宅を訪問し、困りごとや要望、意見等を
把握するとともに、必要に応じて関係機関や親
族への連絡を行うほか、認知症等によってはい
かいする高齢者を発見、保護する体制づくりを
関係機関等と協力して推進する。

振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺について
は、特に高齢者の被害が多いオレオレ詐欺、還
付金等詐欺、未公開株・社債等の取引を装う詐
欺等に重点指向した取締活動を強化するととも
に、高齢者への複線的な広報啓発活動、関係機
関等と連携した官民一体となった予防活動を推
進する。

さらに、高齢者をねらう悪質商法等の取締り
を推進するとともに、口座凍結等の被害拡大防
止対策、悪質商法等からの被害防止に関する広
報・啓発及び悪質商法等に関する相談活動を行
う。また、特殊詐欺や利殖勧誘事犯の犯行グ

ループは、被害者や被害者になり得る者等が登
載されたいわゆる「闇の名簿」を利用してお
り、当該名簿搭載者の多くは高齢者であって、
今後更なる被害に遭う可能性が高いと考えられ
るため、捜査の過程で警察が入手した際はこれ
らの名簿をデータ化し、都道府県警察が委託し
たオペレーターがこれを基に電話による注意喚
起を行うなどの被害防止対策を実施する。

加えて、今後、認知症高齢者や一人暮らし高
齢者が増加していく状況を踏まえ、市民を含め
た後見人等の確保や市民後見人の活動を安定的
に実施するための組織体制の構築・強化を図る
必要があることから、平成26年度に引き続き、
市町村において地域住民で成年後見に携わろう
とする者に対する養成研修や後見人の適正な活
動が行われるよう支援していく。

（イ）人権侵害からの保護
「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者の支援

に関する法律」に基づき、養介護施設従事者等
による虐待及び養護者による虐待の状況につい
て、平成26年度に引き続き必要な調査等を実
施し、各都道府県・市町村における虐待の実
態・対応状況の把握に努めるとともに、市町村
等に高齢者虐待に関する通報や届出があった場
合には、関係機関と連携して速やかに高齢者の
安全確認や虐待防止、保護を行うなど、高齢者
虐待への早期対応が推進されるよう必要な支援
を行っていく。

法務局・地方法務局等において、高齢者の人
権問題に関する相談に応じるとともに、家庭や
高齢者施設等における虐待等、高齢者を被害者
とする人権侵害の疑いのある事案を認知した場
合には、人権侵犯事件として調査を行い、その
結果を踏まえ、事案に応じた適切な措置を講じ
るなどして、被害の救済及び人権尊重思想の普
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及高揚に努める。平成27年度においても、引
き続き高齢者施設等の社会福祉施設において入
所者等及び家族が気軽に相談できるよう、特設
相談所を開設するほか、全国一斉の「高齢者・
障害者の人権あんしん相談」強化週間を設け、
電話相談の受付時間を延長するとともに、休日
も相談に応じるなど、相談体制を強化する予定
である。

（ウ）悪徳商法からの保護
高齢者等の消費者被害の未然防止・拡大防止

のため、トラブルに遭うリスクの高い消費者
（高齢者等）を見守る「地域ネットワーク」の
構築や啓発活動等を推進する。

高齢者の周りの人々による見守りの強化の一
環として、高齢者団体のほか障害者団体・行政
機関等を構成員とする「高齢消費者・障害消費
者見守りネットワーク連絡協議会」を開催し、
消費者トラブルの情報共有や、悪質商法の新た
な手口や対処の方法などの情報提供等を図る。

また、引き続き、消費者側の視点から注意点
を簡潔にまとめたメールマガジン「見守り新鮮
情報」を月2回程度配信する。

さらに、高齢者や障害者を、悪質電話を契機
とした消費者トラブルから守るための取組とし
て、迷惑電話対応機器の普及を図るほか、高齢
者被害等の掘り起こしと注意喚起を目的にした
110番を実施する。

消費者契約に関して相当多数の消費者に生じ
た財産的被害の回復を容易にするため、特定適
格消費者団体が消費者に代わって損害賠償等の
請求に関する訴訟を提起することができるよう
にするための「消費者の財産的被害の集団的な
回復のための民事の裁判手続の特例に関する法
律」（平成25年法律第96号、平成25年12月11
日公布）の施行（公布の日から3年を超えない

範囲内で政令で定める日）に向けた準備（政
令、内閣府令、ガイドラインの策定の作業）及
び制度の周知活動を引き続き行う。

（エ）司法ソーシャルワークの実施
日本司法支援センター（法テラス）では、高

齢者・障がい者その他法的サービスの自発的利
用が困難な方が抱えている潜在的な諸問題を、
司法的な観点を加えて発見・整理した上で、関
係する福祉職者等と連携・協働して、総合的に
解決することを目指す「司法ソーシャルワー
ク」の取組をさらに推進する。

ウ　防災施策の推進
病院、老人ホーム等の要配慮者利用施設を保

全するため、土砂災害防止施設の整備や激甚な
水害・土砂災害を受けた場合の再度災害防止対
策を引き続き実施する。

災害時における高齢者等要配慮者の円滑かつ
迅速な避難を確保するため、水防法及び土砂災
害防止法に基づき、浸水想定区域内又は土砂災
害警戒区域内の高齢者等要配慮者が利用する施
設への洪水予報又は土砂災害警戒情報等の伝達
方法を定めることを推進する。あわせて、市町
村地域防災計画において土砂災害警戒区域内の
要配慮者利用施設の名称及び所在地を定めると
ともに、「土砂災害防止対策基本指針」及び

「土砂災害警戒避難ガイドライン」により市町
村の警戒避難体制の充実・強化が行えるよう支
援を行う。さらに、土砂災害・全国統一防災訓
練では、要配慮者利用施設での避難訓練等を重
点的に実施する。

また、土砂災害特別警戒区域における要配慮
者利用施設の建築の許可制等を通じて高齢者等
の安全が確保されるよう、土砂災害防止法に基
づき基礎調査や区域指定の促進を図る。
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住宅火災で亡くなる高齢者等の低減を図るた
め、春・秋の全国火災予防運動を通じて「高齢
者等の要配慮者の把握や安全対策等に重点を置
いた死者発生防止対策の推進」等を重点に地域
が一体となって、住宅用火災警報器等の設置対
策や防炎品の普及促進を含めた総合的な住宅防
火対策を推進するとともに、「敬老の日に『火
の用心』の贈り物」をキャッチフレーズとする

「住宅防火・防災キャンペーン」を実施し、高
齢者等に対して住宅用火災警報器等の普及促進
を行っていく。

また、近年の火災事例を踏まえ、主として自
力避難困難な者を入所させる高齢者施設等に、
原則として、スプリンクラー設備の設置を義務
付けることとした消防法施行令等の改正を受
け、スプリンクラー設備の設置のための改修に
制約が多くなる小規模施設に適したより施工性
の高い自動消火設備の開発を促進して、設置者
の負担軽減を図り、早期の設置を促進する。

避難行動要支援者の避難支援対策について市
町村における取組状況の把握を進めるととも
に、先進的取組事例を紹介するなどして、市町
村の取組を促進する。

災害情報を迅速かつ確実に伝達するため、全
国瞬時警報システム（J–ALERT）との連携を
含め、防災行政無線による放送（音声）や携帯
メール等による文字情報等の種々の方法を組み
合わせて、災害情報伝達手段の多様化を引き続
き推進する。

山地災害からの生命の安全を確保するため、
病院、社会福祉施設等の災害時要援護者関連施
設が隣接している山地災害危険地区等につい
て、治山施設の設置や荒廃した森林の整備等を
計画的に実施する。

平成25年度における、災害対策基本法の改
正、「避難行動要支援者の避難行動支援に関す

る取組指針」の策定、「避難所における良好な
生活環境の確保に向けた取組指針」の策定等を
踏まえた地方公共団体の取組が徹底されるよ
う、制度運用を行っていくために必要な調査等
を引き続き行う。

エ　東日本大震災への対応
東日本大震災に対応して、「介護基盤緊急整

備等臨時特例基金」等を活用し、日常生活圏域
で医療・介護等のサービスを一体的・継続的に
提供する「地域包括ケア」の体制を整備するた
め、被災市町村が策定する復興計画等に基づき
実施される、①長期化する避難生活による高齢
者等の日常生活を支えるため、当面必要とな
る、介護等のサポート拠点の整備等や、②在宅
サービス等を行う拠点の整備に加え、小規模の
特別養護老人ホーム・認知症高齢者グループ
ホーム等の整備に係る事業に対して財政支援を
行う。

あわせて、介護保険において、被災者を経済
的に支援する観点から、東京電力福島第一原子
力発電所事故に伴う帰還困難区域等（帰還困難
区域、居住制限区域、避難指示解除準備区域に
指定された3つの区域をいう。）上位所得者層
を除く旧緊急時避難準備区域等（旧緊急時避難
準備区域、平成25年度以前に指定が解除され
た特定避難勧奨地点（ホットスポット）の2つ
の区域等をいう。）及び旧避難指示解除準備区
域等（26年度に指定が解除された避難指示解
除準備区域（田村市の一部及び川内村の一部）
及び南相馬市の特定避難勧奨地域（ホットス
ポット）の2つの区域等をいう。）の住民につ
いて、介護保険の利用者負担や保険料の減免を
行った保険者に対する財政支援を1年間継続す
る。なお、旧避難指示解除準備区域等の住民の
うち上位所得層の住民については、利用者負担
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や保険料の減免を行った保険者に対する財政支
援を27年9月末まで実施することとしており、
保険者の判断により、27年10月以降も利用者
負担等の減免措置を行った場合は、特別調整交
付金を活用して、財政の負担が著しい場合に減
免額の一定の額について財政支援を行う。

日本司法支援センター（法テラス）では、震
災に起因する法的トラブルを抱え、経済的・精
神的に不安定な状況に陥っている被災者を支援
するため、震災以降の取組を継続し、「震災　
法テラスダイヤル」（フリーダイヤル）や被災
地出張所における業務の適切な運用を行うな
ど、生活再建に役立つ法制度などの情報提供及
び民事法律扶助を実施する。また、東日本大震
災の被災者に対する援助のための日本司法支援
センターの業務の特例に関する法律に基づき、
東日本大震災法律援助事業（東日本大震災に際
し災害救助法が適用された市町村の区域（東京
都を除く。）に23年3月11日において住所等を
有していた者の東日本大震災に起因する紛争に
ついて、その者の資力状況にかかわらず、訴訟
代理、書類作成、法律相談等に係る援助を行う
業務）を実施する。

（4）快適で活力に満ちた生活環境の形成
ア　快適な都市環境の形成

誰もが身近に自然とふれあえる快適な環境の
形成を図るため、歩いていける範囲の身近な公
園を始めとした都市公園等の計画的な整備を推
進する。

また、河川等では、高齢者にとって憩いと交
流の場となる良好な水辺空間の整備を推進す
る。

イ　活力ある農山漁村の形成
食料・農業・農村基本法に基づき策定された

「食料・農業・農村基本計画」（平成27年3月閣
議決定）を踏まえ、農村高齢者がいきいきと活
躍できる環境づくりや活動を支援する施設等を
整備する。

農山村地域においては、集落が市町村、
NPO法人等多様な主体と連携を行い、農山漁
村の持つ豊かな自然と「食」を健康等に活用す
る取組を支援するとともに、福祉、教育、観光
等と連携した都市と農山漁村との共生・対流に
関する取組については、重点的に支援する。

また、社会福祉法人等が高齢者のデイサービ
スの一環として利用する農園の整備や、高齢者
を対象とした生きがい農園の整備等を実施す
る。

さらに、人・農地プランの見直しや、集落営
農の組織化・法人化、新規就農者の定着のため
の経営・技術指導等を効率的・効果的に進めら
れるよう、普及指導員のOB、リタイアした高
齢農業者等のノウハウを活用した地域連携推進
員の活動を支援する。

農山漁村の健全な発展と活性化を図るため、
農山漁村地域の農林水産業生産基盤と生活環境
の一体的・総合的な整備を推進し、都市にも開
かれた美しくゆとりある農山漁村空間の創出を
図るとともに、高齢者が安心して活動し、暮ら
せるよう農山漁村における農業施設等のバリア
フリー化等の整備を行う。

また、高齢者等による農作業中の事故が多い
実態を踏まえ、農作業中の事故を未然に防止す
るため、一連の作業の中の危険要因を洗い出
し、事故の起こりやすさやけがの度合いを評価
することにより、対策をたてる優先順位を決
め、実際に対策を考えて周知徹底する取組（農
作業へのリスクアセスメントの適用）を支援す
るとともに、農作業安全の全国運動を実施す
る。
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加えて、「水産基本法」（平成13年法律第89
号）に基づき策定された「水産基本計画」（平
成24年3月閣議決定）を踏まえ、高齢者に配慮
した浮桟橋や屋根付き岸壁等の施設整備を実施
する。

5　高齢社会に対応した市場の活性化と
調査研究推進のための基本的施策

（1）高齢者向け市場の開拓と活性化
ア　医療・介護・健康関連産業の強化

地域における公的保険外の予防・健康管理
サービスの創出に向け、医療分野等のグレー
ゾーン解消による新ビジネスの創出や、「地域
版ヘルスケア産業協議会（仮称）」の全国展開
等の推進を図る。また、企業等の健康投資・健
康経営を促すため、健康づくりを担当する役員

（CHO：Chief Health Officer）の設置や様々な
媒体による情報開示等を推進していく。

イ　不安の解消、生涯を楽しむための医療・介
護サービスの基盤強化

医療・介護従事者不足や医師の診療科偏在・
地域偏在の課題等の解決のための取組として、
平成27年度も引き続き、地域医療支援センター
の拡充、チーム医療の推進等を行っていく。医
学部入学定員については、20年度から段階的
に増員を行ってきているが、27年度も65人の
増員を行う（20年度からの増員は累計1,509
人）。病床に応じた医療資源の投入を行い、効
率的・効果的な質の高い医療サービスを安定的
に提供できる体制の構築に向けた取組を進め
る。

さらに、地域包括ケアの推進等により住み慣
れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで
続けることができるような体制整備を目指し

て、引き続き在宅での医療と介護の連携の推進
など、制度、報酬及び予算面から包括的に取組
を行う。

ウ　地域における高齢者の安心な暮らしの実現
平成27年度においても、地域主導による地

域医療の再生や在宅介護の充実を引き続き図っ
ていく。そのため、介護関係者のみならず、医
療関係者や地域住民などの多職種で高齢者の支
援方針や地域課題の解決に向けた検討を行う

「地域ケア会議」の取組や、情報通信技術の活
用による在宅での生活支援ツールの整備などを
進め、地域に暮らす高齢者が自らの希望する
サービスを受けることができる社会を構築して
いく。

新たなシニア向けサービスの需要の創造、高
齢者の起業や雇用の促進、高齢者が有する技
術・知識等の次世代への継承等の好循環を可能
とする環境を整備していく。

（2）超高齢社会に対応するための調査研究等
の推進と基盤整備

ア　健康・医療関連分野におけるイノベーショ
ンの推進

平成26年7月に閣議決定した「健康・医療戦
略」及び健康・医療戦略推進本部決定した「医
療分野研究開発計画」に掲げる諸施策を効率
的・効果的に推進していく。また、平成27年4
月に「国立研究開発法人日本医療研究開発機
構」を設立する。
「国立研究開発法人日本医療研究開発機構」

は、これまで各省それぞれで実施されていた医
療分野の研究開発関連予算を集約し、「医療分
野研究開発推進計画」に基づき、医療分野の研
究開発に関し、基礎から実用化まで切れ目ない
研究支援を一体的に行う。
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